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論 文 内 容 の 要 旨 
日本の環境運動に関する研究は、主に社会学の分野で行われており、なかでも環境社会学の分
野で多くの研究がなされている。緻密な実証研究が重視され、環境運動が対応する問題構造の解
明がなされている一方で、環境運動の展開において主導的な役割を果たす運動主体の分析は十分
に行われていない。しかし、環境運動の発展・転換の要因を解明するためには、運動を発生させ
る客観的な条件だけではなく、その主体的な条件を明らかにする必要がある。そこで、本論文で
は大阪市西淀川地域における大気汚染公害反対運動を事例に、「運動体の組織構成」という分析
枠組みを用いて、環境運動の発展と運動主体の変化との関係を明らかにした。これは、従来の研
究が見落としてきた、運動主体の自律性や主体性が環境運動の結果を左右するものであり、運動
そのものを発展させる原動力であることを示すものであった。 
第 1 章では、公害患者の運動組織としての「西淀川公害患者と家族の会」の結成から裁判の
提訴に至るまでの時期を対象に、西淀川地域の公害反対運動が西淀川大気汚染公害裁判に「包摂」
されていく過程を明らかにした。第 2章では、裁判支援組織として作られた CASAが、1980年
代末以降、西淀川裁判の支援者となった大阪の消費者運動団体との関係の中で、より普遍的な問
題へとりくむ環境NGOとして自立化していったことを明らかにした。第 3章では、西淀川の運
動が環境再生まちづくりに進む思想と条件は、「西淀川公害患者と家族の会」と新しい支援者（団
体）との相互関係によって作られたことを明らかにした。終章では、西淀川地域の環境運動の発
展過程を、「西淀川公害患者と家族の会」とその支援組織によって構成される運動体の組織構成
の変遷から整理した。 
こうした分析から明らかになったのは、まず、被害者運動としての公害反対運動が発展してい
くためには、被害者（団体）と支援者（団体）との相互関係が不可欠であったということである。
また、西淀川の運動はこうした運動の支援者（団体）との関係があったからこそ、環境再生まち
づくりという政策志向型の運動に進んでいく必要性があったということである。従来の研究では、
このような運動主体の側が政策提言型の運動への転換を選択する過程について明らかにしたも
のはほとんどなく、本論文はこうした課題の解明に貢献したものであった。 
ただし、本論文は環境運動の発展をひとつの環境運動の事例に基づいて分析したものであり、そ
の総体としての発展をどのように考えるかについては、今後の研究課題である。 
 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、社会運動の一つである環境運動を対象として、その発展過程を運動体の組織構成から把握
しようとしたユニークな論文である。一般に環境運動の発展は、主題の変遷（産業公害から生活公害、
地球環境問題へ）や担い手の移り変わり（公害被害者から市民・NPO へ）などとして図式的・概括
的にとらえられることが多い。しかし、それではそういった変化の動因ははたして何であり、それが
どのような意味で「発展」と言えるのかなどについては、必ずしも深く考察されてこなかった。とも
すれば、「市民的自覚の向上」により広範な市民が普遍的課題に取り組むようになった、と皮相的に
理解される。本論文は、かかる先行研究の限界を踏まえ、環境運動の発展と主体との関係の実相解明
を課題とする。 
 本論文がとりあげた西淀川地域の環境運動は、公害反対から地域環境再生や地球環境問題にまで取
り組む運動になっており、本論文はその発展が運動体の創造的変容をバネとして成し遂げられたこと
を詳細に分析している。その探求において貫かれている方法が、この地域において公害をなくし、患
者を救済する課題を担ってきた運動組織体における構成の変貌を分析し、果たされてきた運動内容を
評価する、というものである。適切に時期区分された第 1 章から第 3 章までの論述が、この課題を
果たしている。 
 1970 年代のはじめ、公害被害者救済の枠組みこそまがりなりにもできたものの、公害そのものは
なくならないばかりか、既存の法解釈体系では原因者である企業や国・道路公団の責任を追求するこ
とすら難しかった。それゆえ、1978 年に提訴された西淀川公害裁判の課題は、裁判所内で法解釈を
戦わせるだけではなく、法的責任を問うことができる新しい責任観念の社会的合意を作り出すことに
あった。ところが時代は、NO2環境基準緩和（1978年）にはじまり、公害健康被害補償法改定（1987
年）、公害指定地域解除（1988 年）へと続く公害反対運動「冬の時代」へと突入する。「公害は終わ
った、次は地球環境問題」などと囁かれる中、被告の責任を問う社会的合意の獲得はいっそう困難に
なっていた。その点を突破するため運動体は、公害反対とは直接の関わりがない、あるいはより広範
な課題を担う消費者運動や地球環境問題に取り組む運動のような組織との連携を模索した。本論文は、
その経緯を明らかにし、そこでの相互交流が双方に劇的な変化をもたらし、裁判勝利の展望をもたら
したと論じる。その点を運動の「とらえなおし」と説明する第 3章は、本論文の白眉となっている。
公害患者たちは自らの被害が個別的・特殊的なものではなく、裁判に勝利して賠償金をもらうだけで
は決して解決するものではないことを知る。市民もまた、「公害は終わった」どころではなく自らの
足下に忍び寄りつつあるものであり、かつ、西淀川公害裁判において被告の責任を問うことが、地球
環境問題のような一般的・普遍的問題の解決に資するものでもあることを理解する。その到達点を象
徴的に示すものこそ、「手渡したいのは青い空」というスローガンの誕生であった。 
 本論文は、上記の過程を余すところなく描ききり、環境運動の発展を主題の変遷や主体の移行とい
った表面的把握ではなく、課題の異なる運動主体が相互に交流し、一回り大きな環境運動主体へと変
容したダイナミズムの中でとらえることに成功した。今後の課題としては、他の環境運動や社会運動
との比較の中での一般化などいくつかの点を指摘しうるが、上記の点で本論文が果たした貢献は大き
く、審査委員会は全員一致して、本論文が博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
